
（アウトプット指標による目標）

（アウトカム指標による目標）

事業に関するURL
（事業実施場所、補助先等）

北海道釧路市　http://www.city.kushiro.lg.jp/sangyou/nyuusatsu/kouji/page00002.htm
北海道むかわ町　http://www.town.mukawa.lg.jp/
富山県魚津市　http://www.city.uozu.toyama.jp/guide/svGuideDtl.aspx?servno=5593
　　　　　　　　　　 http://www.city.uozu.toyama.jp/attach/EDIT/012/012894.pdf
福井県若狭町　http://www.town.fukui-wakasa.lg.jp/town/category/page.asp?Page=595
岡山県　http://cals-eb.pref.okayama.jp/OKY/PPI_P/
大分県　https://www.t-elis.pref.oita.lg.jp/DENTYO/GP5000_10F?hdn_dantai=1111
大分県宇佐市　https://www.t-elis.pref.oita.lg.jp/DENTYO/GP5000_10F?hdn_dantai=2120

①地域公共ネットワーク等強靭化事業：６月末時点での交付決定又は箇所付け済額が予算額の１００％
②防災情報通信基盤整備事業：６月末時点での交付決定又は箇所付け済額が予算額の１００％
③情報流通連携による防災減災・地域活性化推進事業：６月末時点での調達手続き着手済額が予算額の１００％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ８月末時点での契約済額が予算額の１００％
④災害時の確実な情報伝達を実現するための技術に関する研究開発：６月末時点での契約済額が予算額の１００％

○ネットワーク脆弱箇所への対処着手数増加によるネットワークインフラの強化
○防災情報通信基盤整備着手自治体の増加による災害時対応能力の向上
○災害時等において確実かつ円滑に情報伝達を行うために必要となる基盤技術を確立し、災害への対応体制を強化

【補助金】（①②）
　・平成２５年１月～：自治体を対象に要望調査を開始
　・平成２５年２月～：民間通信事業者への補助を行う一般社団法人等の公募を開始
　・平成２５年３月～：第３セクターケーブルテレビの公募を開始
　　　　　　　　　　　　　民間通信事業者への補助を行う一般社団法人等を決定
                            　順次交付決定実施中
 

【委託】（④）
　・平成２５年２月：外部評価会による審査、委託先候補の決定
　・平成２５年３月：委託契約締結、事業開始

【請負】（③）
　・平成２５年３月～：仕様書案の調整
　・平成２５年５月～：仕様書案意見招請
　・平成２５年６月～：入札公告
　・平成２５年８月    ：請負契約締結、
　　　　　　　　　　　     事業開始予定

地方公共団体執行分は、6月1日時点で、
予定51団体中、計6地方公共団体において
実施済

実施方法 　□直接実施　　　■委託・請負　　　■補助金　　　□負担金　　　□交付金　　　□貸付金　　　□その他（　　　）

アウトプット指標（進捗指標）

アウトカム指標（効果指標）

事業の進捗状況

予算の執行状況

（進捗実績、
今後のスケジュール）

執行早期化のために
講じている工夫

・平成２５年１月の緊急経済対策の閣議決定を受け、自治体を対象に要望調査を１月・４月に実施。
・平成２５年１月の緊急経済対策の閣議決定を受け、予算の早期執行のため、委託契約に係る基本計画書の作成及
び評価会を速やかに実施。

平成24年度補正予算額 188億円
一般会計/特別会計

（特会の場合には名称も記
載）

　　　　一般会計

事業の内容
（予算については、
予算の使途及び

予算を交付等する対象者
を明記）

○事業概要
国や地方自治体等が保有・収集する防災・減災関連情報等について、その利活用による安心・安全の向上等に資す
るため、①地方自治体等の所有する地域の公共ネットワークの強靭化の実現、②地方自治体から住民等への確実
な情報伝達体制の構築、③情報の流通・連携を容易にする仕組の開発・実証を実施。さらに、今後の全国的な大規
模災害等に備えるため、④災害時の確実な情報伝達を実現するための研究開発等を実施。
○予算対象者
地方自治体（①②）、第３セクター（①）、民間事業者（①③④）、大学（④）等

対策における施策の名称 情報通信ネットワークの強靭化と災害時即応能力の向上

（事業名） 情報インフラ整備の強化と災害時即応能力の向上 新規/既存 ■新規　　　□既存

対策の柱立て（小区分①） （２）社会の重要インフラ等の防御体制の整備

担当課 地域通信振興課

対策の柱立て（小区分②）

事業番号 91

「日本経済再生に向けた緊急経済対策」進捗管理シート（総務省）

対策の柱立て（大区分） Ⅰ．復興・防災対策

担当部局 情報流通行政局

対策の柱立て（中区分）
２．事前防災・減災のための国土強靭（じん）化の推進、災害への対応体
制の強化等

国（総務省） 

第３セクター 

民間通信事業者 
（災対法及び国民保護法の指定公共機関） 

【補助金のイメージ図】 

一般社団法人地方自治体 

一部実施済 一部実施済 実施済 

一部実施済 

国（総務省） 

【委託・請負のイメージ図】 

民間事業者、大学等 

一部実施済 

ＷＴＯ政府 

調達手続 


